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１． JFMAの四半世紀
２． 岐路に立つ日本
３． 次世代FMの長期展望
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JＦＭAの四半世紀の歩み

ＪＦＭＡ・ＮＯＰＡの創立

１９９１ ＦＭ推進連絡協議会の創立

１９９４ ＦＭガイドブック・出版

１９９６ ＪＦＭＡの法人化

１９９７ 資格試験・発足

２０００ 公共ＦＭ・発足

２００３/９ 総解説FM/追補

２００７ JFMA賞

２００９ 公共特別会員制度

２０１０ 公共ＦＭ戦略・出版

２０１０ 坂本 会長就任

１９８７
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JFMA会員とFM資格試験の応募者・合格者
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JFMA個人会員と法人会員
FM資格試験

累積応募者と合格者
JFMA会員状況
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法人 個人 公共 合計
98 9月10日 183 318 501
99 3月31日 190 361 551
00 3月31日 188 411 599
01 3月27日 200 455 655
02 11月18日 176 658 834
03 3月3日 177 837 1014
04 3月25日 166 1,043 1209
05 3月31日 162 1,075 1237
06 3月31日 170 1,057 1227
07 3月31日 196 1,006 1202
08 3月31日 209 1,021 1230
09 3月31日 201 1,088 1289
10 3月31日 182 1,107 40 1329

2007 9月30日 205 980 1185

応募者 受験者 合格者 合格率 累積応募者 累積合格者
97 2,316 2,132 981 46.0% 2,316 981
98 2,001 1,809 753 41.6% 4,317 1,734
99 1,688 1,489 640 43.0% 6,005 2,374
00 2,022 1,783 895 50.2% 8,027 3,269
01 2,463 2,172 861 39.6% 10,490 4,130
02 2,510 2,145 927 43.2% 13,000 5,057
03 2,399 2,052 824 40.2% 15,399 5,881
04 1,932 1,623 684 42.1% 17,331 6,565
05 2,017 1,677 683 40.7% 19,348 7,248
06 1,651 1,349 555 41.1% 20,999 7,803
07 1,701 1,395 540 38.7% 22,700 8,343
08 1,748 1,486 635 42.7% 24,448 8,978
09 1,488 1,272 510 40.1% 25,936 9,488
10 1,324 1,137 490 43.1% 27,260 9,978

27,260 23,521 9,978 42.4%
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公共特別会員制度の参加状況 ＠2011.1.25

沖縄

岡山

大阪

高松

札幌

青森

秋田

盛岡

宮城

山形

新潟

高崎

宇都宮

千葉

さいたま

横浜

静岡

岐阜

名古屋

津

神戸

奈良

和歌山

富山

金沢

福井

京都

滋賀

徳島

高知

松山

山口

松江

福岡
佐賀

長崎
熊本

鹿児島

宮崎

水戸
長野

甲府

広島

大分

鳥取

福島

公共特別会員 合計72団体 青字はＪＦＭＡ賞受賞

省庁 2団体
財務省 国交省（中部）
都道府県 16団体
北海道 青森県 秋田県 福島県 千葉県 東京都
神奈川県 長野県 静岡県 愛知県 三重県 岐阜県
島根県 香川県 大分県 宮崎県
区市町村 43団体
足立区 墨田区
札幌市２ 滝川市 美唄市 弘前市 むつ市 北上市
宇都宮市 さいたま市 朝霞市 志木市 坂戸市 船橋市
佐倉市 流山市 四街道市 立川市 武蔵野市 三鷹市

横浜市 横須賀市 平塚市 鎌倉市 海老名市
浜松市 岡崎市 豊川市 草津市 大阪市 豊中市 貝塚市
東大阪市 神戸市 尼崎市 明石市 倉敷市 東広島市
松江市 安来市 新居浜市 薩摩川内市 まんのう町 刈羽村
大学 4団体
岩手県立大学 福島県立医科大学
会津大学 群馬大学
その他 7団体
産技総研 情報通信研究機構他

公共特別会員公共特別会員公共特別会員

未加入



FM 四半世紀の総括

成果－企業FM

１万人のファシリティマネジャー誕生

NEW ＯＦＦＩＣＥ賞、ＪＦＭＡ賞

快適で機能的なオフィスが実現

成果－公共FM

公共FMが開花

公共特別会員制度が発足

JFMA受賞 ４自治体
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１． JFMAの四半世紀
２． 岐路に立つ日本
３． 次世代FMの長期展望
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日本のGDP占有率
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2050　GDP占有率

米国
27%

EU
16%

日本
4%

韓国
2%

ASEAN
8%

インド
16%

中国
27%

１２３兆＄

3.5倍6.7倍

1.9倍
7.8倍

5.2倍 1.5倍

先進国49%後進国51%

3.7倍

33兆＄

先進国72%後進国28%
2010 GDP占有率

米国

29%

EU

32%

韓国

2%

ASEAN

5%

インド

7%

中国

15%

日本

10%アジアの成長と共に

２位
１８％
（ピーク）

２位
８％

４位
４％

・・・・・

１９９４ ２００７ ２０５０



1人当りGDPの推移
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１位 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ
２位 ﾉﾙｳｪｰ
３位 ｽｲｽ



日本の国際競争力

「国際競争力」は 「企業の競争力を支える環境を創造し維持する国家の能力」

International Institute for Management Development (IMD) 調査
（在スイス・ローザンヌ、５５ケ国対象、４分野・３２３評価項目）

1985 - 1993 1位 (1位 日本!!!!!!!!!）

1994 3位 (1位 米国、 2位シンガポール）

1995 4位 (1位 米国、 2位シンガポール）

1996 13位 (1位 米国、 2位シンガポール）

1998 18位 (1位 米国、 2位シンガポール）

2000 17位 (1位 米国、 2位シンガポール）

2002 30位 (1位 米国、 2位ルクセンブルグ）

2003 23位 （1位 米国、 2位シンガポール）

2004 21位 （1位 米国、 2位香港、 ３位SGP)

2005 24位 （1位 米国、 2位香港、 ３位SGP)

2007 22位 （1位 米国、 2位SGP、 3位香港）

2009 17位 （1位 米国、 2位SGP、 3位香港）

2010 27位 （1位 SGP、 2位香港、 3位米国） 10



日本の人口予測

11
出典：国立社会保障・人口問題研究所編・２００７年版「日本の将来推定人口：中位」に基づく

14頁 図 2-1

単位：百万人
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総人口127.7（2005）

15-64歳 87.3（1995）

14歳以下 29.8（1955）

65歳以上 38.6（2042）

2050年

95.1百万人
32.6百万人減少

-26%



１． JFMAの四半世紀
２． 岐路に立つ日本
３． 次世代FMの長期展望
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近代日本の変遷から学ぶ
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タテ社会の良さ 128p

明白な目的があるとき

・リーダーから成員までの

意識統一と伝達が迅速

タテ社会の悪さ

目的を達成すると

・次の目的がまとまらない

・失敗を繰り返す

衰退の段階

成功によるおごり

規律なき膨張

リスクの否認

（失敗の本質）

リーダー不在

自己改革できず

経済大国鎖国 富国強兵 列強入り 産業立国

1868
明治維新

1905
日露戦勝利

1945
敗戦

1985
ジャパンNo.1

江戸時代 明治 大正 昭和 平成

1990～
バブル崩壊

龍
馬
伝 坂

の
上
の
雲

白
洲
次
郎

中央集権・官僚主義藩幕制

坂本竜馬は土佐藩を脱藩し、薩長同盟を成立させ、倒幕・明治政府への道を開いた

坂本竜馬はタテ社会を脱出し、タテ組織にヨコ串を通し、新体制への道を開いた

「タテ社会の人間関係」中根千枝著、1967 「失敗の本質」野中郁次郎他著、1984年に基き中津が作成



提言： 活力・競争力の切札 FM２０５０へ
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経済大国鎖国 富国強兵 列強入り 産業立国

1868
明治維新

1905
日露戦勝利

1945
敗戦

1985
ジャパンNo.1

2009
自民
敗戦

江戸時代 明治 大正 昭和 平成

1990～
バブル崩壊

人口増加 人口減少・高齢化

世界のリーダー： 欧米 アジア
？

地域主権中央集権・官僚主義

ＦＭ２０５０



次世代・次々世代の FM の長期展望（企業FM＆公共FM）

FM を経営に活用する

１） FM 部門の強化
横串をさす機能組織の確立し、横断的な全体最適化を図る業務管掌のもと、
戦略的な施設資産マネジメントを推進する。

統廃合、再配置、保有・賃借、有効活用、保全計画等々

２） マトリクス組織の見直し
トップはマトリクス組織を通じて、経営資源の最適化を行い、リーダーシップを発揮できる。
FM部門は経営資源の要

３） 「見える化」による統括マネジメントの向上
現状と目標の数値化
目標管理とPDCAによる継続的な改善

企業FM
４） グローバルな施設のガバナンス

現状は事業部任せによるリスク山積
連結資産の実質的ガバナンス

公共FM
５） 公共ファシリティマネジメント戦略

量の見直し－総量縮減
質の見直し－計画的保全、長寿命化

15本稿は、日本経済新聞2011.2.XX経済教室「競争力強化の切札ーファシリティマネジメント」（松岡利昌名古屋大准教授）に準拠している



ＦＭはトップのリーダシップを支援する
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１） FM 部門の強化
横串をさす機能組織の確立し、横断的な全体最適化を図る業務管掌のもと、
戦略的な施設資産マネジメントを推進する。統廃合、保有・賃借、有効活用、保全計画等々

２） マトリクス組織の見直し
トップはマトリクス組織を通じて、経営資源の最適化を行い、リーダーシップを発揮できる。
FM部門は経営資源の要

今まで

事業部が施設を主管（使用＋保有） FM部門が施設を主管、事業部は使用者

「タテ」組織（事業別）

人事

財務

情報

「ヨ
コ
」組
織
（機
能
別
）

トップ AA CC DD EEBB
「タテ」組織（事業別）

人事

財務

情報

FM

「ヨ
コ
」組
織
（機
能
別
）

トップ AA CC DD EEBB

総務

これから



ＦＭは首長のリーダシップを支援する

１） FM 部門の強化
横串をさす機能組織の確立し、横断的な全体最適化を図る業務管掌のもと、
戦略的な施設資産マネジメントを推進する。統廃合、保有・賃借、有効活用、保全計画等々

２） マトリクス組織の見直し
トップはマトリクス組織を通じて、経営資源の最適化を行い、リーダーシップを発揮できる。
FM部門は経営資源の要

17

これから

「タテ」組織（事業別）

人事

財務

情報

FM

「ヨ
コ
」組
織
（機
能
別
）

首 長
学校 住宅 福祉 衛生消防

事業部は使用の管理

今まで

「タテ」組織（事業別）

人事

財務

情報

「ヨ
コ
」組
織
（機
能
別
）

首 長
学校 住宅 福祉 衛生消防

施設は事業部が主管（使用＋保有）

施設管理者
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競争力強化の切札ーファシリティマネジメント

経営基盤の要 経営資源の相乗効果をもたらす

施設（ファシリティマネジメント）

ICT
（情ｼｽ）

仕事の

生産性

人
（人事）

人の

意識

金
（財務）

トップの

ガバナンス

知的
創造力

組織の

活 力

競争力↑



施設の全容を見える化

・ 連結施設群のＦＭデータ（施設・面積・コスト等）を
一元管理し可視化する

経
営
者

利用者

顧
客

運
営
維
持

戦
略・計

画

評
価

ファシリティ

プロ
ジェ
クト

管
理

株
主債権者

19

株
主
に
説
明
で
き
る

全容が
見える

課題が
判る

戦略を
持てる

施設資産
総量縮減

施設総費用
最小化

長寿命化
計画保全

安全施設
耐震補強

施設利用
効率化

過不足
余剰
重複投資
劣化
耐震リスク

面積
コスト
施設資産
利用度
耐震・保全

士気/生産性満足/不満足

満足/不満足 サービス



日本企業のグローバルな施設のガバナンス

社長

FM 国
内

事
業
部

FMFMFMFM

海
外事

業
部

FMFMFMFM

海
外
関
連

会
社

FMFMFMFM

個別のＦＭ

全社ＦＭ
XX
海外施設の
全容が見えない

現状

リスク 事業の発展時にはリスクは少ないが
縮小・統廃合時にはマネージできない

● 全社連結ＦＭを導入
海外関連会社・事業部を含める全施設資産の「ガバナンス」

20
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目的
１．公共施設に共通するFMの本質的な考え方
２．３つの課題（量、質、FMデータ）と戦略構想の要点
３．実現のための体制改革の要件

「公共ファシリティマネジメント戦略」
編集：（社）日本ファシリティマネジメント推進協会
発行：ぎょうせい 2010年9月
定価：1,500円（税込） 総頁数：118頁



公共FM戦略の全体構想： 量の見直し 質の見直し

長寿命化計画的保全

現在の施設群 将来の施設群

現在余剰
顕在・潜在

将来余剰

将来付加機能劣化
耐震･環境

総
量
縮
減

質
の
見
直
し

量
の
見
直
し

コ
ス
ト
の
見
直
し

Ｆ
Ｍ
デ
ー
タ
の
見
え
る
化

Ｃ
Ｏ

の
見
直
し

2

コ
ス
ト
縮
減
・Ｃ
Ｏ

縮
減

2

22総量縮減は資産&コスト縮減とCO2削減の一石三鳥の効果
19頁 図 2-6



次世代・次々世代の FM の長期展望（企業FM＆公共FM）

FM を経営に活用する

１） FM 部門の強化
横串をさす機能組織の確立し、横断的な全体最適化を図る業務管掌のもと、
戦略的な施設資産マネジメントを推進する。

統廃合、再配置、保有・賃借、有効活用、保全計画等々

２） マトリクス組織の見直し
トップはマトリクス組織を通じて、経営資源の最適化を行い、リーダーシップを発揮できる。
FM部門は経営資源の要

３） 「見える化」による統括マネジメントの向上
現状と目標の数値化
目標管理とPDCAによる継続的な改善

企業FM
４） グローバルな施設のガバナンス

現状は事業部任せによるリスク山積
連結資産の実質的ガバナンス

公共FM
５） 公共ファシリティマネジメント戦略

量の見直し－総量縮減
質の見直し－計画的保全、長寿命化

23本稿は、日本経済新聞2011.2.XX経済教室「競争力強化の切札ーファシリティマネジメント」（松岡利昌名古屋大准教授）に準拠している
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競争力強化の切札ーファシリティマネジメント

経営基盤の要 経営資源の相乗効果をもたらす

施設（ファシリティマネジメント）

ICT
（情ｼｽ）

仕事の

生産性

人
（人事）

人の

意識

金
（財務）

トップの

ガバナンス

知的
創造力

組織の

活 力

競争力↑



ご静聴
有難うございました

ソフトコピーで資料が必要な方はメールをお送りください

monakat@attglobal.net
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